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 本工事は、休日の確保を評価する「休日確
保評価型」の試行工事である。
 本工事は、「若手技術者を配置」、「働き易い
職場環境の整備」及び「担い手育成活動を実
施」について、成績評定で評価する工事であ
る。
 本工事は、熱中症対策に資する現場管理費
の補正の試行工事の対象とし、日最高気温の
状況に応じた現場管理費の補正を行う対象工
事である。
 本工事は、落札決定後に「予定価格（税抜
き）、予定価格（税抜き）の積算内訳、調査
基準価格、落札理由（総合評価方式）」、契約
締結後に「積算の内訳」を示す資料を公表す
る工事である。「積算の内訳」については、契
約後に適宜、中国地方整備局のホームページ
により公表する。
 本工事は、港湾建設業等における労働賃金
改善に関する取組みを促進するための「労務
費見積り尊重宣言」促進モデルの試行工事で
ある。
 本工事は、賃上げを実施する企業に対して
総合評価における加点を行う工事である。
 本工事は、受発注者間の業務の効率化を目
的とした工事書類簡素化、集約化の試行工事
である。
 本工事は、ウェアラブルカメラ等による映
像と音声の双方向通信を使用して「施工状況
検査」、「材料検査」と「立会」の遠隔臨場を
行うことができる試行工事である。
 本工事は、電子納品物検査支援システムを
使用したオフライン方式による電子検査の試
行工事である。
 本工事は、特記仕様書の参考資料として、
工程に関する施工条件や関係機関との調整等
の懸案事項となる案件に関する対応等を一覧
できる「チェックリスト」の明示を行う試行
工事である。
 本工事は、建設キャリアアップシステム（以
下「ＣＣＵＳ」という）の普及促進を図るＣ
ＣＵＳ活用モデル工事である。
 本工事は、国土交通省が行う「海外インフ
ラプロジェクト技術者認定・表彰制度」にお
いて、認定又は表彰された工事実績を企業の
同種工事の施工実績及び技術者の同種工事の
施工経験として評価する工事である。

 本工事は、以下の通り、復興歩掛・復興係
数を適用している。
１）復興歩掛について
【対象歩掛】土工に関する歩掛
【補正内容】作業日当たり標準日当たり作
業量を20％低下する補正
補正後の作業日当たり作業量＝作業日
あたり標準日当たり作業量×08

２）復興係数（間接工事費の補正）について
【補正係数】「港湾請負工事積算基準」等
により各工種区分に従って対象額毎に求
めた共通仮設費率及び現場管理費率に、
それぞれ次の補正係数を乗じるものとす
る。
【共通仮設費：11 現場管理費：11】

２ 競争参加資格
本工事の一般競争入札に参加するためには
からに示す要件をすべて満たさなければなら
ない。
次に掲げる条件を満たしている者により構成
される特定建設工事共同企業体、経常建設共同
企業体又は単体有資格業者であること。
なお、特定建設工事共同企業体として競争に
参加する場合は、別に公示する特定建設工事共
同企業体の資格決定を受けていること。
 予決令第70条及び第71条の規定に該当しな
い者であること。
 中国地方整備局（港湾空港関係）における
港湾土木工事に係る令和３・４年度一般競争
参加資格の決定を開札の時までに受けている
こと（会社更生法（平成14年法律第154号）
に基づき更生手続開始の申立てがなされてい
る者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、当該地
方整備局副局長が別に定める手続に基づく一
般競争参加資格の再決定を受けているこ
と。）。
 特定建設工事共同企業体の代表者、単体
有資格業者又は経常建設共同企業体にあっ
ては、中国地方整備局（港湾空港関係）に
係る港湾土木工事に係る一般競争参加資格
の決定の際に算定した客観点数が、1150
点以上の者であること（会社更生法（平成
14年法律第154号）に基づき更生手続開始
の申立てがなされている者又は民事再生法
（平成11年法律第225号）に基づき再生手

続開始の申立てがなされている者について
は、手続開始の決定後、中国地方整備局副
局長が別に定める手続に基づく一般競争参
加資格の再審査の際に算定した港湾土木工
事における客観点数が、1150点以上の者
であること。）。
 特定建設工事共同企業体の代表者以外の
構成員にあっては、中国地方整備局（港湾
空港関係）における港湾土木工事に係る一
般競争参加資格の決定の際に算定した客観
点数が、850点以上の者であること（会社
更生法（平成14年法律第154号）に基づき
更生手続開始の申立てがなされている者又
は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、中国
地方整備局副局長が別に定める手続に基づ
く一般競争参加資格の再審査の際に算定し
た港湾土木工事における客観点数が、850
点以上の者であること。）。

 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（の
再決定を受けた者を除く。）でないこと。
 特定建設工事共同企業体の代表者、単体
有資格業者又は経常建設共同企業体の全て
の構成員にあっては、平成19年度以降に元
請として完成・引き渡しの完了した、次の
同種工事の施工実績を有すること。ただし、
新型コロナウィルス感染症の感染拡大防止
を目的として工事の工期の延長又は検査の
延長を行ったことにより、本工事の競争参
加資格確認申請日までに完成・引き渡しの
完了しなかった工事については、本工事の
競争参加資格確認申請日までに完成・引き
渡しが完了したものとして取り扱う。この
場合、新型コロナウィルス感染症の感染拡
大防止を目的として工事の工期の延長又は
検査の延長を行ったことを確認できる資料
を添付すること。（共同企業体の構成員とし
ての施工実績は、出資比率が20％以上であ
ること。ただし、乙型共同企業体の同種工
事の施工実績については、出資比率にかか
わらず各構成員が施工を行った分担工事の
実績であること。）

同種工事とは、以下に掲げる工事とする。
・サンドコンパクション船による地盤改良
（改良率70％以上、改良対象面積1000
以上、施工深度12ｍ以深の条件を満たす
工事）を施工した工事。

 特定建設工事共同企業体の代表者以外の
構成員にあっては、平成19年度以降に元請
として完成・引き渡しの完了した、次の同
種工事の施工実績を有すること。ただし、
新型コロナウィルス感染症の感染拡大防止
を目的として工事の工期の延長又は検査の
延長を行ったことにより、本工事の競争参
加資格確認申請日までに完成・引き渡しの
完了しなかった工事については、本工事の
競争参加資格確認申請日までに完成・引き
渡しが完了したものとして取り扱う。この
場合、新型コロナウィルス感染症の感染拡
大防止を目的として工事の工期の延長又は
検査の延長を行ったことを確認できる資料
を添付すること。（共同企業体の構成員とし
ての施工実績は、出資比率が20％以上であ
ること。ただし、乙型共同企業体の同種工
事の施工実績については、出資比率にかか
わらず各構成員が施工を行った分担工事の
実績であること。）
同種工事とは、以下に掲げる工事とする。
・サンドコンパクション船による地盤改良
（改良率70％以上、改良対象面積500
以上、施工深度６ｍ以深の条件を満たす
工事）を施工した工事。

 及びにおいて当該施工実績が全地方
整備局、北海道開発局及び沖縄総合事務局
の発注した工事（いずれも港湾空港関係）
に係る施工実績である場合にあっては、工
事成績評点表の評定点合計（以下「評定点
合計」という。）が65点未満のものを除く。

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者（専任補助者を配置する場合は当該
専任補助者を含む）を当該工事に配置できる
こと。
また、建設業法第26条第３項及び建設業法
施行令第27条第１項に該当する場合は、当該
技術者は専任でなければならない。
なお、本工事は、建設業法第26条第３項た
だし書の規定の適用を受ける監理技術者の配
置は認めない。
 １級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。




		2022-09-29T14:46:38+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	国立印刷局より署名済み




